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研究成果の概要（和文）：強い「現場」が再評価されている。TPS は競争力を強化する生産シス

テムとして高く評価され、トヨタやその下請企業以外の企業にも導入されている。しかし、TPS

は、単なる純技術的に競争優位な経営手法ではない。本研究は、地域企業におけるトヨタ生産

システム（TPS）の導入過程を詳細に検証することで、TPS が取り巻く社会関係の中で浸透して

いる（あるいはしていない）ことを明らかにし、TPSを社会的文脈で捉え直した。 
 
研究成果の概要（英文）： Competitive "Genba" is reappraised. Toyota Production System 
(TPS) is evaluated highly as a manufacturing system which strengthens competitive power, 
and is introduced into many other enterprises besides Toyota or its subcontractors. 
However, TPS is not mere management skill of technical advantage. Inspecting the 
introductory process of TPS in local enterprises, this research clarified TPS was (or 
was not) permeated by social relations, and re-perceived TPS in the social context. 
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１．研究開始当初の背景 

（１）バブル経済崩壊以降、いわゆる「日本

的経営」の評価は失墜し、市場原理に基づく

経営手法がグローバルスタンダードしても

てはやされるようになった。ところが、2008

年秋のリーマンショックに端を発する金融

不安は、市場万能主義に対する反省をもたら

した。 

このように、ここ 20 年で経済動向とはや

りの経営手法が大きく変化しているにもか

かわらず、トヨタ生産システム（TPS）は、

競争優位の源泉として一貫して評価されて
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きた。 

 

（２）トヨタのシステムは、まずトヨタ本体

に、そしてその下請企業に導入され、トヨタ

はグループ単位で、品質の向上・納期厳守・

コスト削減を追及してきた。親会社と下請と

がカンバンでつながれ、ジャストインタイム

の原理原則が厳守させ、「ムダ」が徹底的に

排除される。不良品が流出した際には、親会

社から下請企業への査察が行われ、その対応

と標準作業の書き直しが即座に指示される。 

 

（３）TPS の生みの親である大野耐一氏が書

いた本であり、TPS の教科書と言える『トヨ

タ生産方式－脱規模の経営をめざして』（ダ

イヤモンド社）が世に出たのは、1978 年であ

る。この頃から TPS は、他企業に一挙に広ま

った。とりわけこのシステムに注目したのは、

海外企業である。彼らは、日本企業の急成長

の原因として「日本的経営」に関心をよせ、

その「代表」あるいは「典型」として、また、

現実的に導入可能な技術的なシステムとし

て、トヨタの生産システムに着目し、実際に

導入を試みたのである。 

 

（４）TPS は、トヨタグループ外の国内企業

にも広がりをみせる。先述した大野耐一氏の

著書が世に出てから、その管理手法の一部を

真似て、4S や 2S、QC、提案制度などのカイ

ゼン手法が積極的に取り入られた。ただし、

それがきちんと根づいたかどうかなると、疑

わしい。古い工場に行くと、天井から「整理・

整頓」と書かれたカンバンがぶら下がってい

るのをみるが、埃まみれになっていることも

珍しくない。 

21 世紀に入ると、TPS が国内で再評価され

るようになる。いわゆる「バブル経済」が崩

壊した後、「一人勝ち」であったトヨタを見

習えとばかりに、TPS に再び注目が集まる。

民間企業だけでなく、郵政公社や行政機関に

も、トヨタから社員が派遣され、TPS の導入

が試みられている。 

 

（５）しかし、果たしてそれらは‘定着して

いる’のか。ボウエン&スピア「トヨタ生産

方式の“遺伝子”を探る」『Diamond ハーバー

ドビジネス』25 巻 2 号、2000 年、佐武弘章

「トヨタ生産方式は他の企業にどの程度定

着しているか」『生産管理』第 9巻 3号、2003

年など、ごく少数の論者は疑問を呈している

が、TPS はその評判の高さとマニュアル本の

多さに比して、定着の程度や現場への影響に

かんする事後的調査はほとんど行われてい

ない。TPS に対して否定的な議論もなくはな

いが、それらも定着していることを前提とし

たものである。TPS の自動車関連企業以外へ

の広がりの実態にかんする研究はほとんど

ないのである。 

 
２．研究の目的 

以上、TPS の広がり、定着の度合い、社会

的影響の大きさにかんする実態研究の不十

分さを踏まえて、本研究は TPS の導入の過程

と影響を地域企業の事例から調査する。シス

テムを技術的な管理手法として捉えるので

はなく、システムを取り巻く社会関係に注目

し、システムの導入実態、定着への「阻害要

因」、それを克服しようとする力、「仕組み」

や「仕掛け」、地域や企業間のつながりから

TPS を描き、技術社会論として TPS を捉え直

す。 

 

３．研究の方法 

岐阜県は、全国で初めて県主導で「カイゼ

ン推進」の活動を行い、市レベルでも、各務

原市や関市は、自動車産業に加えて、川崎重

工の下請企業や工作機械産業が密集してい



ることもあり、地域ぐるみのカイゼン活動を

活発に行っている。これらの行政の取り組み

を把握した上で、各企業への導入実態、経営

の観点からの評価、TPS の現場労働者への影

響を検証する。TPS の導入にまつわる社会制

度、行政による推進活動、企業同士の取引関

係、地域社会の人的ネットワークを浮き彫り

にし、その上で、個々の企業の導入のあり方、

そこで働く人たちへの影響を明らかにする。

各次元の活動実態を立体的に把握して、地域

社会における TPS の「広がり」を多面的に捉

える。 

 
４．研究成果 

（１）フォード生産システムは、前世紀初頭

に誕生して以来、世界規模で広がった。しか

し、このシステムは、大量生産・大量消費の

時代には効率性が高かったものの、前世紀の

終わりには、限られた資源をより効率よく活

用し、労働者の「参加」を促し「やる気」を

引き出すトヨタ生産システム（TPS)に取って

代わられた、と言われる。 

 TPS の定着や広がりはもはや自明とみなさ

れる。しかし、TPS の導入や定着は、システ

ムの「合理性」より自然と進むわけではない。

放っておけば、現場はすぐに「元に戻って」

しまう。TPS を定着させるための「仕掛け」

と「力」が必要となるのだ。 

岐阜県は、平成 20年度より「『ムダ取り』

推進事業費助成金を創設し、「県内中小企業

の現場の生産性向上や改善により、各企業の

収益力を高めるための活動をモデル的に支

援」している。なかでもK市の金属団地では、

地域企業が積極的にカイゼンに取り組んで

いる。月に一回の頻度でカイゼン活動の発表

会が行われ、各企業の成果が披露され、不十

分な点が指摘され、そして次回の発表までの

課題が指示される。この活動のモデルになっ

ているのは、「トヨタ生産方式自主研活動」

（「トヨタ自主研」）である。それは下請企業

を含めたトヨタグループ全体にTPSを浸透さ

せる上で非常に大きな役割を果たしてきた。

K 市のカイゼン活動の参加企業は、ほとんど

がトヨタ（関連企業）と取引はなく、トヨタ

ほどには徹底したカイゼン活動が展開され

ているわけではないが、地域社会でのつなが

りの中で、業種を超えて TPS の導入が図られ

ている様子が明らかになった。 

 

（２）個々の企業の導入事例を調査すると、

産業・企業規模・商品特性・企業を取り巻く

環境により、TPS の定着のあり方は大きく異

なることが理解できる。 

カンバンシステムとは、受注生産を可能に

するわけではなく、生産量の平準化を前提と

して生産量の「微調整」の役割を果たすにす

ぎない。しかし、取引先との力関係が弱い小

規模企業は、取引先に平準化をお願いしにく

い。また、生産があまりにも多品種で少量の

状態でカンバンシステムを導入すると、シス

テムが煩雑になりすぎて、かえって生産性が

下がる。これらは分かりやすい例だが、各企

業はそれぞれ特殊性を抱えており、トヨタの

ようにはTPSが導入・定着しにくいのである。

もっとも、トヨタからすれば、その特殊性を

踏まえて、独自の TPS を構築すべきであると

いうだろうが、そこまでの力量と人材を持ち

合わせていない企業の方が圧倒的多数なの

である。 

もちろん、経営者が TPS の導入にリーダー

シップを発揮し、従業員教育が豊富であり、

全社員でカイゼン活動に取り組んでいる企

業もなくはない。TPS の定着は、企業が置か

れた状況や経営者のリーダーシップ、他の管

理制度との整合性により大きく変わってく

るのである。 

 



（３）一企業の導入先をインテンシブに調査

すると、働く場における定着の「阻害要因」

がいっそう明確になった。 

 カイゼン活動とは、既存の生産をより効率

的に行うことが目的であり、端的に言えば、

コスト削減を意図したものである。しかし、

これだけに力を注ぐと、コスト競争に入り込

み、付加価値の高い商品の開発が疎かになる。

大企業であれば、分業体制が確立されており、

コスト削減と商品開発とでそれぞれ異なる人

材を割り当てられるが、中小企業の場合、そ

こまで豊富な人材を抱えていない。 

 労働者の視点でみれば、TPSはさらに根付き

にくいことがわかる。既存の企業にTPSを導入

する場合、働いている者からすれば、カイゼ

ン活動を「ムダ」なものとして目に映る。現

状でも職場は「回っている」からである。し

たがって、現状を変えようとすれば、現場か

らの反発や非協力的な態度に遭遇することも

珍しくない。それらを排してまでカイゼンを

行うには、TPSを教え込む強制力と持続力が必

要となる。しかし、中小企業の多くはそれら

の力を持ち合わせておらず、形だけの提案活

動で終わり、やがて形骸化するのである。 

 

（４）カイゼン活動とは、そもそもそれを定

着させることが困難な要因を抱えており、TPS

は既存の取引関係や労使関係を無視して定着

させることはできない。しかし、かりにTPS

を定着させることができ、コスト力が強い企

業になったとしても、TPSは既存の社会関係を

強化させる形で定着することになり、中小企

業や労働者にとっては自らのクビを絞めるこ

ともある。すなわち、取引企業が要求する品

質、納期、コストをカイゼンする競争に入り

込み、付加価値の高い商品の開発が疎かにな

り、労働密度が強化される。TPSとは、このよ

うなジレンマを本質的に抱えているのだ。 

もちろん、TPSは、技術決定論的にそれらの

結果をもたらすわけではない。しかし、TPS

とは根付くのが難しいため、経営者は、大部

のエネルギーをこの活動に注がねばならず、

新たな働き方を模索する労働者にとって、そ

して、市場での生き残りをかけた中小企業の

経営者にとっても、TPSのジレンマに入り込み

やすいのである。それらを乗り越えるために

は、TPSの定着にのみこだわるのではなく、TPS

の背後にある社会関係を超える働き方および

経営の構想を持つことが求められる。 
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